
 

 

   地方独立行政法人新小山市民病院経営強化プラン２０２３ 

 

令和５年６月２１日策定 

 

Ⅰ 序章 

１、本プランの位置付け 

   地方独立行政法人新小山市民病院経営強化プラン２０２３（以下、「本

プラン」という。）は、「持続可能な地域医療供給体制を確保するための

公立病院経営強化ガイドライン」（令和４年３月２９日付け総務省自治財

政局長通知）の要請に基づき、新小山市民病院（以下、「当院」という。）

が、栃木県南医療圏（小山医療圏）の実情を踏まえ、公立病院に求めら

れる役割を維持し、持続可能な地域医療供給体制を安定的に確保するた

めに経営強化の取り組みを定めるものである。 

 

２、本プランの構成等 

   当院は、地方独立行政法人法の定めるところにより、今回、国から要

請された経営強化プランとほぼ同等の意味を持つ地方独立行政法人新小

山市民病院第３期中期計画（令和３年度～令和６年度）（以下、「中期計

画」という。）を定め、すでに経営強化を実践しているところである。 

今回のプラン策定にあたり、中期計画とのダブルスタンダードを避け

るため、国が要請するプランの内容（項目）のうち、すでに当院の中期

計画で定めているものについては中期計画がプランを兼ねるものとし、

中期計画に含まれていない内容（項目）について、本プランにて追加的

に定めるものとする。 

 

３、本プランの実施期間 

   令和５年度から令和６年度までとする。 

 

   当院は、中期計画において、実質的な経営強化のためのプランを策定

し、実践に努めており、本プランは中期計画の補足プランであることか

ら、国が標準で示した令和９年度終了ではなく、第３期中期計画（令和

３年度～６年度）と同様に定めることとする。 

 

 

 



Ⅱ 本章 

１、役割・機能の最適化と連携の強化 

  （１）地域医療構想を踏まえた当院の果たすべき役割・機能 

    当院は、本プラン策定前の段階において、当院が所属する医療圏に

おいて、実質的に果たすべき役割と機能を明確にし、最適な施設整備

を行ったうえで、経営強化に取り組み、一定の成果を達成していると

考える。 

    すなわち、平成２２年度（新病院建設基本構想）から平成２７年度

（新病院稼働）にかけて実施した新病院建設事業を柱とした地域医療

再生計画の中で、医療計画を担う栃木県、医療連携を担う地元医師会

や近隣病院、設立団体（小山市）、設立団体市議会代表者、地元住民代

表者との綿密な合意形成を図り、当院の役割・機能を明確に定めたう

えで、国及び県からの補助金等の財政支援を受け、経営形態の変更と

新病院建設を進めたものである。 

なお、地域医療再生計画の内容は、本院の地方独立行政法人化（以

下、「地独法化」という。）の中で、当院の目指すべき方向性として第

１期～第３期中期目標及び中期計画に引き継がれ、現在に至っている。 

 

   ●地域医療再生計画、第１期～第３期中期計画で示した当院の果たす

べき役割・機能と、その達成（実施）年度 

    ・地域に密着した急性期中核病院としての機能の充実（現在進行形） 

    ・地方独立行政法人化による経営基盤の強化（平成２５年度） 

    ・地域医療構想を考慮した急性期病床の削減 

     （３４２床 → ３００床、平成２７年度） 

    ・同一医療圏内の二次病院（しもつがメディカルセンター）との機

能分化（当院は周産期、しもつがは感染症 等）（平成２７年度） 

※ 周産期医療としての産科再開は未達成 

  ・地域医療推進強化（平成２７年度 地域医療支援病院指定） 

    ・若手医師確保（令和３年度 基幹型臨床研修病院指定） 

  ・災害対応強化（令和２年度 栃木県ＤＭＡＴ指定病院、令和４年

度 地域災害拠点病院指定） 

 

             ↓ 

             ↓ 

 



 

 

●前述の目標の中での独法化後１０年間の取り組み結果 

 

       

※１ それぞれ、修正医業収益（補助金等を除く）に対する比率 

 

上記のとおり、この１０年間で、ほぼすべての指標で大幅な改善が図ら

れている。なお、唯一悪化している材料費比率においては、高度医療化が

進むと比率が増加するものであり、当院の医療機能の充実の結果であり、

他病院とのベンチマーク比較では良好な比率を保っている。 

これらの成果は、当院及び行政・医師会を含めた関係者の努力はもとよ

り、この地域の医療需要と的確にマッチした結果であると考えている。ま

た、当院の中期計画の進捗状況を第三者が客観的に評価する地方独立行政

指 標 
平成２４年度（独

法化前年） 

令和４年度 

（独法化１０年） 
増減等 

許可病床数 ３４２床 ３００床 ４２床削減 

病床稼働率 ６５．５％ ９５．５％ ４６％向上 

入院単価 ３７，７９７円 ６７，２２４円 ７８％増加 

平均在院日数 １５．８日 １２．２日 ２３％短縮 

外来患者数 １５１，８６６人 １７９，２０３人 １８％増加 

外来単価 ９，６２４円 １４，７２１円 ５３％増加 

救急外来患者数 ７，５１６人 ８，０２５人 ７％増加 

救急搬送車数 ２，６２９人 ４，７０３人 ７９％増加 

救急入院患者数 １，８９０人 ３，１４０人 ６６％増加 

各種ドック受診者数 ５１６人 １，８９８人 ２６８％増加 

手術件数 １，２２３件 ３，０９５件 １５３％増加 

紹介率 ４０．７％ ８０．４％ ９８％増加 

逆紹介率 ４３．３％ ７６．０％ ７６％増加 

医師数 ３５人 ７０人 １００％増加 

看護師数 ２０４人 ３８７人 ９０％増加 

経常収支比率 １０１．０％ １０４．８％ ４％改善 

医業収支比率 ９１．２％ １００．１％ １０％改善 

材料費比率（※１） ２２．９％ ２４．１％ ５％悪化 

給与費比率（※１） ６３．７％ ５４．１％ １８％改善 

経費比率（※１） １８．３％ １６．１％ １４％改善 



法人評価委員会（設立団体の小山市が設置）より、「地方独立行政法人とし

ての経営機能を充分に活用し、計画を上回る状況で経営改善に取り組んで

いる」との評価を受けていることを踏まえると、設定した当院の役割と機

能に間違いはなく、現状機能の同一方向において、今後も急性期機能を着

実に強化し、「地域に密着した急性期中核病院の確立」を進めることが、当

院の役割であると考える。 

なお、現状、入院需要が高まる秋から冬において、慢性的に全３００床

満床状態が続き、救急受入れ停止となることが多く、結果的に地域の救急

需要・入院需要に対応出来ていない事実を考えると、現状の一般病床３０

０床（急性期７：１病床＋地域包括ケア病床）の維持を前提としながらも、

地域包括ケア病棟を院内運用だけでなく、後方連携病院の病床運用へシフ

トし、当院は、更に救急、高度医療に対応した急性期体制を拡大強化する

ことが当院の目指す方向であると考える。 

また、外来診療においては、患者数の増加に歯止めがかからず、外来入

院比率も２．５を超える状況となっており、医師の働き方改革上も問題と

なっていることを踏まえ、紹介受診重点医療機関制度への参加を通し、今

後も改善策の検討を続けることとする。 

 

  （２）地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべく役割・機能 

   「中期計画 第２ ４ （２）地域包括ケアシステムの推進」による。 

 

  （３）機能分化・連携強化  

    まず、同一医療圏には当院以外の公立・公的病院は存在しないため、

公立病院間での機能分化は検討する余地がない。民間病院ではあるが、

当院と同規模同機能の二次医療機関である、しもつがメディカルセン

ターについては、先に述べた地域医療再生計画において、同一医療圏

内を更に細分化した栃木医療圏と小山医療圏での機能分化が終了し、

円滑に機能していると考える。 

なお、当院は、ガイドラインで定められている経営状況の問題等か

ら早急に機能分化が必要な病院には該当しないため、本プランではこ

れ以上の機能分化は未検討とする。 

    また、連携強化として、実質的な医療圏である小山市・下野市・上

三川町野木町・結城市（茨城県）における、主に当院の後方連携病院

である民間病院との連携については、「中期計画 第２ ４ （１）地

域医療機関との連携推進」による。 



 

 

  （４）医療機能や医療の質、連携の強化等に係る数値目標 

    中期計画に示す「救急患者数等、人間ドック件数、患者満足度調査

結果、紹介・逆紹介率」による。 

 

  （５）設立団体（小山市）の運営費負担の考え方 

    小山市から当院への運営費負担金（公営企業繰出金）は、地方独立

行政法人法の趣旨に則り、原則として総務省通知「地方公営企業繰出

金について」の病院事業にて定める額により、不採算医療への補填と

しての必要最低限の額として交付されており、今後もこの考え方を基

本とし、毎年の予算協議により負担額を決定することで小山市と合意

している。 

    なお、当院への運営費負担金が純医業収益（修正医業収益）に占め

る比率は、令和３年度決算で、３．９％となっており、この比率は全

国の地方独立行政法人病院（１００病院）の中で最低値であり、設立

団体（住民）の負担が非常に少ない法人となっている。（本プラン末尾

に参考で示した「主な経営指標の類似病院平均との比較」においても、

運営費負担金額、運営費負担金対経常収支比率ともに、類似病院平均

を大幅に下回る数値となっている。） 

これは、地方公営企業繰出基準の原則である、「その経営に伴う収入

をもって充てることができない費用」の趣旨により、当院の優良な経

営状況に支えられ、削減できているものであることを理解いただきた

い。 

今後も、独立採算制の意識を念頭に、継続的な経営強化による収益

力の向上を図る取り組みにより、設立団体（住民）の負担軽減に寄与

したい。 

 

  （６）住民の理解のための取組 

    「中期計画 第２ ３ 患者・住民の満足度の向上」による。 

 

２、医師・看護師等の確保と働き方改革 

  （１）医師・看護師等の確保 

    「中期計画 第２ ２ （１）医療人材の確保と育成」による。 

 （２）臨床研修医の受入れ等を通じた若手医師の確保 

    「中期計画 第２ ２ （１）医療人材の確保と育成」による。 

 



 （３）医師の働き方改革への対応 

    「中期計画 第３ ２ （２）働き方改革への対応」による。 

 

３、経営形態の見直し 

   当院は、平成２５年４月１日付けで、地方独立行政法人へ経営形態

を変更済みである。その後、当院の経営状況を第三者が客観的に評価

する地方独立行政法人評価委員会（設立団体の小山市が設置）より、「地

方独立行政法人としての経営機能を充分に活用し、計画を上回る状況

で経営改善に取り組んでいる」との評価を受けていることもあり、設

立団体も含め、現時点において、経営形態の見直しは考えていない。 

 

４、新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組 

   新型コロナウィルス感染症に対し、重点医療機関として積極的に入

院・外来診療に取り組んだ経験を活かし、新興感染症に対しても、「い

ざ鎌倉」の精神のもと、平時から常に新興感染症が拡大した場合とし

て、以下の対策を講じる。 

・感染拡大時に活用しやすい病床として、コロナ診療で活用した隔離

空間である２Ａ病棟の現レイアウトの維持と、屋外プレハブ設置箇

所の安定確保（新施設建設時には、感染症等の非常時に、隔離診察

室等に流用できるような施設整備を基本とする。） 

   ・感染拡大時における各医療機関の間での連携・役割分担の明確化の

ため、感染対策向上加算１の病院としての、協力連携病院からの報

告や、それに伴う助言指導を通した連携強化 

・感染拡大時を想定した専門人材の確保・育成として、感染認定看  

護師の計画的育成 

・コロナ禍初期の反省を踏まえた感染防護具等の常時備蓄（小山市と

連携） 

・クラスター発生時の対応方針の共有等を行っておく必要があること

から、新興感染症対応ＢＣＰ（業務継続計画）の策定の検討 

 

 ５、施設・設備の最適化 

  （１）施設・設備の適正管理と整備費の抑制 

    当院は、平成２７年度に新病院新築移転を終了させており、施設・

設備の最適化を図りながら、設計施工一括方式（デザインビルド方式）

や、エネルギーセンターのＰＦＩ事業等の活用を図り、整備費を最大



 

 

限抑制した。建設当時の当院の建設単価は、全国の公立病院の平均単

価を下回るものであり、そのコスト削減の結果、減価償却費の縮小に

より、当院の経営安定化にも寄与したものと考えている。 

    なお、建て替えや大規模改修等については、本プランの実施期間内

に想定しているものはないが、高額医療機器の購入とともに、中期計

画・年度計画に定めるものとする。 

    

  （２）デジタル化への対応 

    当院は、平成２８年１月に電子カルテシステムを新規導入するにあ

たり、システム専属の部署を創設して、院内のデジタル化を推進して

きた。 

    医療系では、令和５年１月にランサムウェア対策を踏まえた使いや

すく、処理が速い電子カルテシステムを目標に更新を終了させており、

今後は、後払いシステムやＰＨＲアプリの導入により、患者サービス

の向上を図る。 

    一般業務系では、クラウド系ＡＩを中心としたＲＰＡにより業務効

率化を目的に、システム更新を実施し、また、デジタル化に伴うセキ

ュリティ対策として、職員のセキュリティリテラシー向上に努める。 

 

 ６、経営の効率化等 

  （１）経営指標に係る数値目標 

   「中期計画 第３ ２ 収益の確保と費用の抑制」の数値目標による。 

 

 （２）経常収支比率及び医業収支比率に係る目標 

    「中期計画 第３ １ 経営基盤の維持と経営機能の安定化」の数

値目標による。 

    なお、当院が中期計画等で使用している「医業収支比率」は、当院

独自の考え方により、医業収益から運営費負担金や各種補助金を除い

たものを使用しており、今回、ガイドラインで示された修正医業収支

比率と同義である。 



 （参考）主な経営指標の類似病院平均との比較（令和３年度決算） 

 

  ※修正医業収支比率とは、今回の公立病院経営強化ガイドラインで示さ

れた指標であり、地方独立行政法人会計基準の医業収益から補助金や

運営費負担金を除いた純医業収益を分子とした比率である。なお、当

院が従来から各種計画や実績報告書で使用している医業収支比率（当

院独自）と同義である。 

 

  ※類似病院平均は、地方独立行政法人３００床～４００床未満の平均値 

指 標 
当院 

Ｒ３年度 

類似病院平均 

Ｈ２９－ 

Ｒ１平均 

Ｒ３年度 

病床利用率 ８５．２％ ７９．８％ ６９．１％ 

修正医業収支比率（※） ９８．７％ ９０．２％ ８０．７％ 

経常収支比率 １１０．０％ ９０．２％ １０８．５％ 

運営費負担金額 ３．８憶円 １０．６憶円 １４．１憶円 

運営費負担金対経常収支比率 ３．４％ １０．８％ １３．０％ 

１００床あた

り常勤職員数 

医師 ２１．３人 １７．８人 ２０．４人 

看護師 １１４．０人 ９０．８人 ９７．５人 


